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「世界摂食障害アクションデイ 2024」開催
摂食障害の闘病経験を持つ Z世代の当事者と
医師など支援者が立場を超えてディスカッション
摂食障害とメディアの良い関係について話し合う
　摂食障害で苦しむ方やその家族、専門家や研究者、サポーターらが国境を
越えて団結し、摂食障害の啓発と支援活動を世界中で同時に行う「世界摂食障
害アクションデイ」。今年度も厚生労働省と文部科学省の協力および摂食障害
全国支援センターと一般社団法人日本摂食障害協会（JAED）の共催により、
コロナ禍後初となるリアル会場にて開催されました。昨年のテーマを引き継ぎ、
摂食障害とメディアの関係を考える本イベントには、JAED 学生部メンバーが参
画。拒食や過食を経験した当事者が調査発表と問題提起、ディスカッションに
加わり、医師ら支援者と有意義な意見交換の場を持つことができました。

世界摂食障害アクションデイ 2024
～摂食障害とメディアの良い関係を目指して 第2弾  SNS 動画を見て自信なくしていませんか？～
日時：2024 年 6 月 2 日（日）13:30 ～ 15:30　
開催形式：現地開催（会場／跡見学園女子大学文京キャンパス内）＋事後動画配信
参加費：無料　
入場者：90 名（内訳：当事者、家族、専門家［医療職、心理職、栄養士・管理栄養士、学校
関係者］、友人・知人、メディア・報道関係者、選手・アスリート、トレーナー・部活顧問など）　
主催：摂⾷障害全国⽀援センター、一般社団法人日本摂食障害協会
後援：文部科学省、法務省、東京都、大阪府教育委員会、公益社団法人日本医師会、公益社団法
人日本栄養士会、公益社団法人日本産婦人科医会、公益社団法人日本産科婦人科学会、公益社団
法人日本女医会、公益社団法人日本精神神経学会、公益社団法人日本小児科学会、公益社団法人
日本栄養 ･ 食糧学会、公益社団法人日本歯科医師会、公益財団法人日本ヘルスケア協会、一般社
団法人日本内分泌学会、一般社団法人日本心理臨床学会、一般社団法人日本社会精神医学会、一
般社団法人日本女性心身医学会、一般社団法人日本心身医学会、一般社団法人日本臨床心理士会、
一般社団法人スローカロリー研究会、一般社団法人日本体育・スポーツ・健康学会、一般社団法
人日本体力医学会、一般社団法人日本臨床栄養学会、一般社団法人パーソナルトレーナー協会、
一般社団法人美容サロン協議会、一般社団法人ミス日本協会、一般社団法人女性アスリート健康
支援委員会、特定非営利活動法人日本栄養改善学会、特定非営利活動法人日本トレーニング指導
者協会、特定非営利活動法人日本心療内科学会、特定非営利活動法人日本スポーツ栄養学会、日
本摂食障害学会、日本スポーツ精神医学会、ランニング学会（順不同・35 団体） 
＊摂食障害の啓発・支援のための国際デー「World Eating Disorders Action Day 　　 
　2024（www.worldeatingdisordersday.org）」に連動したイベントです。

摂食障害の経験を持つイラストレーター・
ふうかさんがチラシの制作を担当。回復を
応援するメッセージを寄せてくれました。

摂食障害経験者で構成される日本摂食障害
協会学生部が SNS から受けた影響について
意識行動調査を実施。部員の 8 割が SNS 動
画を見て自信を無くした経
験を持つと報告し、専門
家による摂食障害チャンネ
ルの開設等、症状の緩和
や寛解に向けた動画の活
用法が提案されました。

JAED 学生部深瀬さんは SNS で見たファス
ティング動画がきっかけで摂食障害を患った
と告白。しかし SNS が摂食障害の発症と憎
悪にどの程度影響するの
か、SNS を規制したら我々
の価値観が変わるのかと
問題提起。メディア／ヘル
スリテラシー教育の重要
性にも言及しました。

総合討論で挙がった意見より（抜粋）

・SNS の消滅はあり得ず、どう付き合っていくかが問題。有益なコンテンツを作り、玉
石混交の情報のうち有益な情報のありかを示していくのが我々の役目ではないか。

・他者との比較が容姿の劣等感を生むからといって、個人の受け止め方に帰すことは問
題の矮小化につながるし、痩せた人の画像を規制するのは容姿の多様性を認めない
ことにつながる。情報を規制するのではなく、情報発信のあり方を検討する方が重要。

・SNS 上で同じ病気と闘っている人がいると実感できるのは、共感が得られるし、孤独
感が和らぐ一面もある。

・SNS には情報発信・収集の利があり、我々が恩恵を受けている部分も大きい。情報
の取捨選択力を身につけるため、実践的なメディアリテラシー教育により一層力を入
れていかなければならない。

・摂食障害の発症とやせ志向が低年齢化している。学校でも低学年から摂食障害に関 
する啓発が必要だし、美や健康について個人の価値観を広げるような教育が必要。

・今の子どもたちが生きる社会を知り、どのようなリスクに直面しているかを体験するた
めに、親世代も「よくわからないから」と食わず嫌いせず、SNS を体験すべきだ。

・批判的思考が醸成される年齢に至るまではチャイルドプロテクションも有用。大人は子
どもを守ることと、子どもの価値観を否定せず聞いていくことが重要だ。

・長きにわたり BMI 22 が適正体重とされてきたが近年の研究では 21〜27 が健康的と
されている。健康の常識は変化する。我々も情報を更新していかなければならない。

SNS が若者の心の健康に及ぼす悪影響が指摘される中、国立
精神・神経医療研究センター（NCNP）では YouTube 社との協
力により YouTube 検索時の摂食障害相談ほっとライン表示と有
害なコンテンツの特定・削除を既に実施。今年度は公益財団法
人三菱財団の社会福祉事業・研究助成を得て NCNPと日本摂
食障害協会が摂食障害の啓発動画を共同制作。有益コンテン
ツの制作と発信を通じて、摂食障害に関する誤解を解き、健全
なメディア利用の推進を目指すことが発表されました。

（上）NCNPとYouTube 社に
よる各種精神疾患の啓発動
画の一部

（左）公益財団法人三菱財団
助成による啓発動画の一部
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厚生労働省も摂食障害全国支援センターの機能拡充や拠点病院の選
定要件の緩和などで事業をバックアップ。関係機関の尽力により摂食
障害支援拠点病院が全国に広がっていることに感謝が述べられました。

厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 
精神・障害保健課 依存症対策推進室　

田中 増郎 様

日本摂食障害学会では、質の高い医
療を実現するため、医師、心理職、
看護師、管理栄養士、社会福祉士な
ど摂食障害のチーム医療に携わる多職
種が意見交換。治療ガイドラインの改
訂、標準的治療の普及等に努め、学
術的研究を通して摂食障害を取り巻く
医療課題の解決に取り組んでいます。

日本摂食障害学会　
理事長　

安藤 哲也 先生
福井県では摂食障害治療の重要性をわかってい
ながらも対応できる医療機関が少なく、学校現場
でも治療を要する生徒に気づけない・気づいても
相談する先も繋ぐ先がない状況が続いていました。
しかし、コロナ禍で福井大学の新入学生にやせを
示す割合が急増。摂食障害の広がりと低年齢化
に強い危機意識を感じて摂食障害治療に取り組
む必要性を訴えました。摂食障害全国支援セン
ターの導きで多職種で学び、行政の支援を受けな
がら活動を開始。診療と相談窓口業務、啓発活動、
学校や地域団体との連携を進めて行きます。

国立大学法人福井大学
医学部附属病院 神経科
精神科 科長／医学系部門
病態制御医学講座 
精神医学 教授

小坂 浩隆 先生

2023 年度実施企画
・無料講習会「心身共に心地よく過ごすためには」（特別協力：資生堂ジャ

パン株式会社）
・無料講習会「世界メンタルヘルスデー 2023 連動企画〜摂食障害につい

て理解されないと感じたこと〜」
・有料講座（全 3 期）「年齢別事例で学ぶ摂食障害の対応と支援」
・有料講座「家族対象：先輩の体験から回復のヒントを学ぼう＆個別相談」

摂食障害の治療・支援体制整備
摂食障害支援拠点病院が全国 7拠点に！
地域連携と医療スタッフ育成に注力し
支援体制の整備を着実に推進する
　全都道府県に支援拠点病院を設置するのが国立精神・神経医
療研究センター（NCNP）が運営する摂食障害全国支援センター
のミッション。昨年は福井県摂食障がい支援拠点病院が指定され、
北陸地方では石川県に続き 2 カ所目・全国で 6 カ所に。そして
2024 年度は獨協医科大学病院が栃木県摂食障害支援拠点病院
に指定されることが決定。今年度中にさらにもう 1 カ所が加わる
予定で、全国 8 拠点になる計画です。拠点病院と連携医療機関、
外来診療機関をつなぐ診療連携モデルも各拠点で社会実装を推
進。拠点病院を設置する意向を持つ医療施設と自治体を対象に
設置準備研修会を行い、拠点病院の拡充を目指します。
　専門家向け研修会は、外来治療と入院治療に加え今年度から
小児治療に特化した講義を準備。医療スタッフの育成に努めます。
　全国の摂食障害治療施設リストもアップデート。ホームページで
情報公開し、治療・支援体制の全方位的な整備を行っています。

ご本人やご家族などの当事者支援
先輩家族によるピアサポートや
家庭での対応を学ぶ家族向け講習会を開催
JAED学生部は若年世代にアプローチ
　摂食障害全国支援センターによる摂食障害の治療・支援体制の
整備と両輪で、日本摂食障害協会はご本人とご家族などの当事者
支援に積極的に取り組んでいます。2023 年度は摂食障害の本人
を支える家族を対象にした講習会を開催。新たな試みとして、専
門研修を終えた先輩家族による講義を実施。ピアサポーターとして
アドバイスや個別相談を行い、参加者から高い満足度を得ました。

2023 年から活動を始めた JAED 学生部は SNSとメディアへの取材協
力を通じた情報発信で活躍。二期目に新たなメンバーを迎え、一番
苦しかった時期から抜け出した経験者のリアルな声を発信しています。
また、チャリティアイテム作成という新たなプロジェクトには企画段階
から参画し、協会の啓発活動における重要な役割を担っています。

2023 年度実施企画（学生部）
・インスタグラムでの情報発信
・オンラインアンケートを利用した当事者の意識行動調査
・チャリティアイテムの作成
　（協力：チャリティー専門ファッションブランド JAMMIN［ジャミン］）
・メディアへの取材協力（NHK ハートネットTV 等）

国立研究開発法人
国立精神・神経医療研究センター
精神保健研究所 所長

張 賢徳 先生
摂食障害全国支援センターは社会的
使命を果たすために前進を続けます。

中村学園大学 学長　
国立大学法人九州大学 前総長 
認定特定非営利活動法人
日本心療内科学会 理事長
一般社団法人日本摂食障害協会 特別顧問

久保 千春 先生

摂食障害を持つ当事者の声
を社会に届けるのも日本摂食
障害協会の使命。摂食障害
を取り巻く環境の向上に向け
て活動を続けていきます。


